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１１１１    ネットワークモデルネットワークモデルネットワークモデルネットワークモデル

１-１ モデルの概要モデルの概要モデルの概要モデルの概要

　　　　本稿におけるモデルの主要な仮定を以下に述べる。

1）空間経済における交通ネットワークはゾーンに分割されると仮定する。分割された

ゾーンは { } CNrr =⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,, のラベルで表される。

2）各ゾーンには同一の選択を持ち、一定の人口であるいくつものタイプの個人の消費

者が存在する。また、一般企業と呼ばれるいくつものタイプの企業が存在する。そ

して個人と一般企業は、交通サービス生産者によって供給される交通サービスを需

要する。それぞれのタイプの一般企業は総数一定で、同一の生産技術を持ち、交通

サービスを需要することで交通以外の財サービスを生産する（例えば、大規模ネッ

トワークを持つ宅配サービス業など）。

タイプとゾーンによって区別された個人と一般企業の数は、ゾーン CNr ∈ 、タイプ
κκ A∈ （個人）、 ϑϑ A∈ （一般企業）によってそれぞれ rnκ 、 rnϑ で表記される。

3）交通サービス生産者は、 { } vAvv =⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,, のラベルで表記され、ネットワーク上の交通

サービス市場で行動する。そして利潤最大化の原則の下での価格体系に応じて消費

者に対して交通サービスを供給する。

4）インフラ所有者は { } ϖϖϖ N=⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,, のラベルで表記され、ネットワークにおけるリ

ンクとノードに対して維持・投資を行う。そして交通サービス生産者からリンクや

ノードの賃貸料を徴収する。またインフラ所有者が政府、交通サービス生産者もし

くは他の機構を含む経済主体であることも可能である。これは道路交通や航空のよ

うに道路や空港を建設・維持する事業者とその施設を使って交通サービスを最終利

用者に提供する経営主体が分離している産業（上下分離している産業）、鉄道業の

ように事業の運営と路線の建設・維持を同一の事業者が受け持つ産業（上下分離し

ていない産業）をモデル内で考慮している。

5）政府は、消費者から一括税を徴収し、交通サービス生産者とインフラ所有者がマイ

ナスの利潤となる場合に補助する。

6） 本稿での交通ネットワークの改善は、二ケースのプロジェクトを意味する。一つは、

既存のリンクを改善するケース、例えばリンクの容量の増進、レーンの再編成など
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である。もう一つは、サービス利用者が新しい経路を使用することを可能にする様

なリンクを作るケースである。

 

１-２ 交通ネットワーク交通ネットワーク交通ネットワーク交通ネットワーク

　　　　次に本稿で掲げる交通ネットワークの基本構造を明確にする。

OD ペア

　空間経済においてゾーンは、 { } rNsrsr =⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,,,,, のラベルで表記される。ここでゾ

ーン r を起点、ゾーン s を交通の目的地と仮定すると、OD ペアは ( ) ( ){ } ODNsrsr =⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,,,,

のラベルで表記される。

ノードとリンク

交通ネットワークは、 { } nNjiji =⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,,,,, のラベルで表記されるノードと

( ) ( ){ } Ljiji =⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,,,, のラベルで表記されるリンクから成り立つ。一つのノード
nP NNi ⊂∈ が、港湾、空港および駅としての役目を果たすと仮定する。

また、各リンクの所要時間および各ノードの通過時間は、次のように定義する。

　　リンク所要時間関数
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　　ノード通過時間関数
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ここで、
　　 ijt ：リンク ijの所要時間
　　 ijt ,0 ：リンク ijのゼロフロー所要時間
　　 ijX ：リンク ijの交通需要量
　　 ijQ ：リンク ijの交通容量(capacity)
　　 mς mυ ：交通機関別のパラメータ
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　　 it ：ノード iの所要時間
　　 it ,0 ：ノード iのゼロフロー所要時間
　　

iX ：ノード iの交通需要量
　　 iQ ：ノード iの交通容量(capacity)
　　 iς iυ ：ノード別のパラメータ

経路

全ての経路 rsPl ∈ は、 rsPh ∈ のラベルで表記され、OD ペア ),( sr として利用できる利

用者経路と rsPk ∈ で表記される交通サービスの供給をする交通サービス生産者の供給

者経路により分類できる。ここで全ての利用者経路と全ての供給者経路は、次のよう

に定義する。

　　　利用者経路　　
( ) ODNsr

rsu PP
∈

=
,

　　　供給者経路　　
vAv

vS PP
∈

=

　さらにリンク・ノード接続要素は、次のように定義する。
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　また経路は、消費者経路と供給者経路の二つの方法で分類できるので、それら二つ

の間の経路接続要素を次のように定義する。
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交通機関

交通機関は、 { } mAmm =⋅⋅⋅⋅⋅⋅∈ ,, のラベルで経路のグループによって定義される。した
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がって交通機関 mAm ∈ を含む経路は、 m
mm AmmallforPP ∈′=∪ ′ ,¢ のもと PPk m ⊂∈

として表され、それぞれの供給者経路がただ一つの機関に属すことを意味する。

２２２２    各経済主体の行動モデル各経済主体の行動モデル各経済主体の行動モデル各経済主体の行動モデル

２２２２-１１１１    個人個人個人個人（代表的交通利用者）の行動モデル（代表的交通利用者）の行動モデル（代表的交通利用者）の行動モデル（代表的交通利用者）の行動モデル

　個人の自由トリップに関するモデルの誘導は、古典的消費者行動理論に基づく個人

の効用最大化問題として扱う。古典的消費者行動理論では、消費者が所得制約と時間

制約の下で効用が最大限に満たされるような組み合わせを選択するものと仮定する。

そこで、ある個人の効用を次のように定式化する。
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　ここで制約条件を一つにまとめると
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ここで、

　　V ( )⋅ :間接効用関数

　　U ( )⋅ :直接効用関数

　　 k
h

t RXXX +∈= ],...,[ 1 :交通消費量ベクトル
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　　 gZ :合成財消費量

　　 S :余暇時間

　　 l :労働時間

　　∑
h

hh Xt :交通利用時間

　　T :総利用可能時間

　　w:賃金率

　　τ :一括税

　　φ:経路別の料金ベクトル

　　ξ：例えば燃料の費用

　　σ：経路接続の 0-1 変数

　　δ：リンク接続の 0-1 変数

　　 ε :ノード接続の 0-1 変数
　　 sgh

t qqqqq ,],,...,[ 1= :価格ベクトル

　　 Ω= /pq :可処分所得で基準化された価格

　　Ω :可処分所得

　　Ψ:一般化所得

　　 ra ：起点に関するパラメータ

　　 rb ：目的地に関するパラメータ

　　 κθ ：利用者に関するパラメータ

　式(1.3)の最大化問題を解き、解である需要関数を目的関数である効用関数に代入す

ると式(1.5)のように各財の価格ベクトルの間接効用関数として表される。

　　　　　　　　　　 ),,,...,()( 1
∗∗∗∗= SZXXUqV gh (1.5)

　本研究において重要な間接効用関数の性質の一つがロワの恒等式であり、式(6.3)の

定式化に対して、交通サービス財 hに対する需要 )(qX h は次のように表される。

　　　　　　　　　　 Khfor
qqVq
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　ここで間接効用関数 )(qV は、以下の特性を持つ。

　　　　　　　　　　Ⅰ． )(qV は、 qに関して連続関数である。
　　　　　　　　　　Ⅱ． )(qV は、 qに関して単調減少関数である。
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　　　　　　　　　　Ⅲ． )(qV は、 qに関して凸関数である。
　　　　　　　　　　Ⅳ． )(qV は、 ),( Ωp に関して 0 次同次関数である。

　次に交通サービスを意味する財のグループとそれへの総需要量を定義する。

　　　　　　　　　　 ∑
∈

=
Hh

hH qXN )( (1.7.a)

　　　　　　　　　　 },...,1{},...,1{ KHh =⊂=∈ KH (1.7.b)

ここで

　　 HN ：グループHに属する財の総交通需要量
　　 h：交通サービス財のグループに属するものの種類

　　 },...,1{},...,1{ KHh =⊂=∈ KH ：交通サービスを意味する財のグループ

　　K :あらゆる財のグループの種類

　グループに属する各財への需要量は、総交通需要量とグループ内での需要シェアの

積として、次のように分解できる。

　　　　　　　　　　 H∈⋅= hallforqxqNqX hHh )()()( (1.8.a)
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　このように分解された形式から、式(6.8.b)と式(6.8.c)の積が式(6.6)で示したロワ

の恒等式による需要の表現に一致することは明らかである。

２２２２-２２２２    一般企業の行動モデル一般企業の行動モデル一般企業の行動モデル一般企業の行動モデル

　一般企業は、交通サービスの利用者であり、利潤最大化行動の下で交通サービスを

利用することにより交通以外の財サービスを生産する。その際、一般企業の生産技術

は変形関数 )(⋅Z によって表現する。
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　ここで一般企業による業務トリップに関するモデルの誘導は、古典的企業行動理論

に基づく企業の利潤最大化問題として扱う。
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ここで

　　 )(⋅Π ：利潤関数

　　 Z：生産関数

　　 X ：要素需要関数
　　 r

gp ：生産量価格

　　 )( h
r

h
r

h twp ϑϑ φ += ：投入量価格

　　 },...,1{},...,1{ KHh =⊂=∈ KH ：交通サービスを意味する財のグループ

　　 g：合成財（交通以外の財）を意味するラベル

　　 ra ：起点に関するパラメータ

　　 rb ：目的地に関するパラメータ

　　 ϑθ ：利用者に関するパラメータ

　　τ :一括税

　ここで、交通サービスの利用により一つの合成財を生産するものと仮定すると、式

(1.9.a)は次のように書き直すことができる。
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　利潤関数 )(qΠ は、以下の特性を持つ。

　　　　　　　　　　Ⅰ． )(qΠ は、 r
gp で増加して、 r

h
r pp ϑϑ ,...,1 で減少する。

　　　　　　　　　　Ⅱ． )(qΠ は、 r
gp に関して一次同次関数である。

　　　　　　　　　　Ⅲ． )(qΠ は、 pに関して凸関数である。

　　　　　　　　　　Ⅳ． )(qΠ は、 pに関して連続関数である。

ここで、ホテリングの補題を用いる。



－158－

　　　　　　　　　　
r
g

r
g p

Z
∂
Π∂= )()( ppϑ (1.10.a)

　　　　　　　　　　
r

h

r
h p

X ϑ
ϑ

∂
Π∂−= )()( pp (1.10.b)

　利潤関数は、投入量価格 r
hpϑ を生産量価格 r

gp で基準化した価格を用いて表すと次のよ

うになる。
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　さらに、式(1.11)を式(1.10.b)に代入すると次のようになる。
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　式(6.12.b)を本研究では、基準化されたホテリングの補題と呼ぶ。なぜなら投入量

需要関数が、基準化された価格 r
hqϑ だけの関数であり、基準化された価格 r

hqϑ に関して 0

次同次関数だからである。

　ここで利潤関数を以下のように定式化する。

　　　　　　　　　　 )]([)( qq fF=π (1.13)

　 )(qπ は r
hqϑ に関して 0 次同次関数であるために、 )(qf は r

hqϑ に関して 0 次同次関数で

ある。そこで基準化されたホテリングの補題を式(1.13)に適用する。
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　式(6.14)を自由トリップのケースと同じ方法を用いて、総交通需要量と需要シェア

の積の形に分解する。

　　　　　　　　　　 HH ∈⋅= hallforqxqNqX hh )()()( (1.15.a)
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　 )(qNH は、業務トリップに対する総交通需要量である。 )(qxh は交通サービス財の交

通サービス hの需要シェアであり、業務トリップの一般的なロジットモデルであるとい
える。

)(⋅f は連続であり、 r
hqϑ に関して減少凸関数である。総交通需要量である )(qNH は、

)(⋅f の特定化に加えて、 F の関数形に依存する。

２２２２----３３３３    交通サービス生産者の行動モデル交通サービス生産者の行動モデル交通サービス生産者の行動モデル交通サービス生産者の行動モデル

　 vAv ∈ のラベルで表記される交通サービス生産者の行動は、利潤 vπ を最大にするよ

うに交通サービス ),,( ⋅⋅⋅⋅⋅⋅= v
k

v yy を供給する。そして自己が供給する経路 vPk ∈ に対し

て、料金 v
kφ で交通サービス 

v
ky を供給することで料金収入∑

∈ vPk

v
k

v
k yφ を得て、各経路の

生産費用 ∑
∈ νPk

v
kC 、総資本金 vK （例えば、鉄道車両など）という費用を要す。またイン

フラ所有者に対しては、リンクやノードの賃貸料としてそれぞれ v
ijρ と v

iρ を支払う。そ

して負の利潤を被るとき、政府から補助金 vT を受ける。
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　以上より、交通サービス生産者の利潤を次のように場合分けをして定式化する。

1)交通サービス生産者が一つの利用者経路の一部分のみサービスを供給し、リンク・

ノードの賃貸料がサービス供給量に依存する場合

　　　　　　　　　　
ννννν

ννννν

νν

νν

ρερδ

δφδπ

Tyy

Kcy

k i
iiik

k ji
ijijijk
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(1.16.a)

2)交通サービス生産者が一つの利用者経路の一部分のみサービスを供給し、リンク・

ノードの賃貸料が一定の場合

　　　　　　　　　　
ννν

ννννν
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(1.16.b)

3)交通サービス生産者が一つの利用者経路の全区間においてサービスを供給し、リン

ク・ノードの賃貸料がサービス供給量に依存する場合

　　　　　　　　　　
ννννν

ννννν

νν

νν

ρερδ
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k i
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(1.16.c)

4)交通サービス生産者が一つの利用者経路の全区間においてサービスを供給し、リン

ク・ノードの賃貸料が一定の場合

　　　　　　　　　　
ννν

ννννν
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νν

ρερδ

φπ

T

Kcy

k i
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ijijk

k
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k
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(1.16.d)

ここで

　　 νπ ：利潤

　　 νφk ：交通サービス生産者が供給する経路 kの価格
　　 νφij：交通サービス生産者が供給する経路 kのリンク ijの価格
　　 ν

ky ：供給者経路 kの供給量
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　　 ν
ijy ：供給者経路 kのリンク ijでの供給量

　　 ν
iy ：供給者経路 kのノード iでの供給量

　　 ν
kc ：生産費用関数

　　 νK ：資本金
　　 νρij：リンク ijの賃貸料
　　 νρi ：ノード iの賃貸料
　　 ijk ,δ ：経路 kとリンク ijを接続する 0-1 変数

２２２２-４４４４    インフラ所有者の行動モデルインフラ所有者の行動モデルインフラ所有者の行動モデルインフラ所有者の行動モデル

　 ϖϖ N∈ のラベルで表記されるインフラ所有者は、交通サービス生産者からリンクの

賃貸料
( )

∑∑ ∑
∈ ∈ ∈v vAv Pk Lji

v
ijijk

ϖ

ρδ
,

. とノードの賃貸料∑∑∑
∈ ∈ ∈v vAv Pk Li

v
iik

ϖ

ρε . を徴収する。もしも交通サービ

ス生産者自身がインフラ所有者であるとする場合は、自身に賃貸料を払うと考える。

　一方でインフラ所有者は、各リンクと各ノードを維持するためのメンテナンス費用

( )
∑
∈ ϖ

ϖ

Lji
ijM

,

と∑
∈ ϖ

ϖ

Li
iM を要し、リンクやノードの規模に応じて

( )
∑
∈ ϖ

ϖ

Lji
ijI

,

、∑
∈ ϖ

ϖ

Li
iI の投資を行

うことでノードとリンクを所有する。そしてインフラ所有者が負の利潤を被るとき、

政府から補助金 ϖT を受ける。

　以上より、インフラ所有者の利潤を次のように場合分けをして定式化する。

1)リンク・ノードの賃貸料がサービス供給量に依存する場合での利潤は、
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(1.17.a)

2)リンク・ノードの賃貸料が一定の場合での利潤は、
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(1.17.b)

ここで
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　　 ϖ
ijM ：リンク ijの維持費

　　 ϖ
iM ：ノード iの維持費

　　 ϖ
ijI ：リンク ijへの投資額

　　 ϖ
iI ：ノード iへの投資額

　　 ϖT ：補助金

２２２２-５５５５    政府の行動モデル政府の行動モデル政府の行動モデル政府の行動モデル

　政府は個人と一般企業から税金を徴収して、財政上のバランスの下で交通サービス

生産者とインフラ所有者に対して補助金を譲渡する。

　以上より、政府の財政上の利潤 Gπ は次のように表現できる。

　　　　　　　　　　 0=−−+= ∑∑∑ ∑ ∑∑
∈∈∈ ∈ ∈∈ νϖκ ϑ ν

ν

ϖ

ϖ

κ ϑ

ϑϑκκ ττπ
AAA A NN

TTnn
cc r

rr

r

rrG (1.18)

３３３３    均衡条件均衡条件均衡条件均衡条件

内点解だけに焦点をあてた場合、均衡は非線形最適化問題によって述べられる。まず

各トリップによる交通需要を各リンクの所要時間を計算するために交通量として考え

る。個人による自由トリップを交通量に変換する係数を κΦ 、一般企業による業務トリ

ップを交通量に変換する係数を ϑΓ と仮定すると、リンク ijとノード iの交通量は次の
ように定義できる。

　　　 ljieachforXXX
OD rsOD rs sr h

rs
hijh

sr h

rs
hijhij ∈Γ+Φ= ∑ ∑ ∑∑ ∑ ∑

∈ ∈ ∈∈ ∈ ∈

),()()(
),(

,
),(

,
ϑκ ϑ

ϑϑ

κ

κκ δδ
A N PA N P

(1.19.a)

　　　 P

A N PA N P

N∈Γ+Φ= ∑ ∑ ∑∑ ∑ ∑
∈ ∈ ∈∈ ∈ ∈

ieachforXXX
OD rsOD rs sr h

rs
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sr h

rs
hihi

ϑκ ϑ

ϑϑ

κ

κκ εε )()(
),(

,
),(
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(1.19.b)

　したがって、交通サービスの需給均衡は次のように定義できる。

　　　　　　　　　　 ννν νσ PN
P

∈∈= ∑
∈

kandeachforXy
rsh

hkhk , (1.20)
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　また端点解を含む一般解の場合の均衡は、非線形相補性問題（NCP）によって述べら

れる。しかし NCP の解法は大変複雑であるため、ここではプロジェクトなしの状態か

らプロジェクトありの状態への均衡経路が特定できれば、端点解は内点解の場合で近

似することができるものとしておく。

４４４４    便益定義便益定義便益定義便益定義

　本節では、各経済主体における便益定義を行う。プロジェクトの実施による各経済

主体の効用または利潤の変化は、便益または費用の項目に区分けすることができる。

　ここでプロジェクトの実施に対する表記を次のように定義する。

　　　　　　　　　　α：プロジェクト無し

　　　　　　　　　　 β：プロジェクト有り

なお、本研究では交通ネットワークだけに焦点を当てるため、交通以外のサービス（合

成財）の価格変化、および個人の一般化所得の変化については考慮しないものと仮定

する。

　　　　　　　　　　 rgrr
g randgallforddp NN ∈∈=Ψ= 00 κ (1.21)

４４４４-１１１１    個人個人個人個人（代表的交通利用者）の主体的帰着便益（代表的交通利用者）の主体的帰着便益（代表的交通利用者）の主体的帰着便益（代表的交通利用者）の主体的帰着便益

　個人 κκ AN ×∈ Cr),( の純便益は、支出関数 )(⋅e を用いて等価的偏差 EV の概念を適用す

ることで、次のように表現できる。

∫ ∑∑ ∑
→ ∈∈ ∈

−Ψ+−Ω−Ω−⋅⋅=

−=

βα

κκκκκκκκκκκ
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r
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h h
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r
h

r
h
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h

rr

rrrrrrrrrrr

dddpZdqXdqXMUME

bapqVebapqVeEV

Grs rs NP P

(1.22.a)

ここで、

　　限界支出　　　　　
r

r
rrrrrr

V
ebapqVME κ

κ
καααακκκ θ

∂
∂=),,,,,( (1.22.b)

　　所得の限界効用　　
r

r
rrrrrr VbapqMU κ

κ
κκκκ θ

Ω∂
∂=Ω ),,,,,( (1.22.c)

　ここで式(1.22.a)内の｛ ｝において、
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第１項は、交通サービスの基準化価格の変化による消費者余剰の変化を意味する。

第２項は、可処分所得の変化による消費者余剰の変化を意味する。

　　 第３項は、交通以外のサービス（合成財）による消費者余剰の変化である。

　　 第４項は、一般化所得の変化である。

　　 第５項は、一括税の変化である。

　しかし、第３項、第４項については、式(1.21)の仮定により無視することができる。

　したがって、テーラーの二次近似より式(1.22.a)は次の式で近似することができる。

　　　　　　　　 )())((
2
1 rr

h

rr
h

rr
h

r
h

r
h

r

rs

qqXXEV ακβκακακβκβκβκακκ ττ −−Ω−Ω+≅ ∑
∈ P

(1.23)

４４４４-２２２２    一般企業の主体的帰着便益一般企業の主体的帰着便益一般企業の主体的帰着便益一般企業の主体的帰着便益

　一般企業 Cr NA ×∈ κϑ ),( の純便益は、利潤の増加分として次のように表現できる。

　　　　　　　　 ∫ ∑
→ ∈

−−=∆
βα

ϑϑϑϑ τπ )( r

h

r
h

r
g

r
h

r ddqpX
rsP

(1.24.a)

　ここで式(1.24.a)の積分内において、

　　第１項は、一般企業の利用者便益を表す。

　　第２項は、税金の変化を表す。

　そして、テーラーの二次近似により次式で近似することができる。

　　　　　　　　 )())((
2
1 rr

h

r
h

r
g

r
h

r
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r
h

r
h

r

rs

qpqpXX αϑβϑαϑβϑβϑαϑϑ ττπ −−−+≅∆ ∑
∈ P

(1.24.b)

４-３ 交通サービス生産者の主体的帰着便益交通サービス生産者の主体的帰着便益交通サービス生産者の主体的帰着便益交通サービス生産者の主体的帰着便益

  交通サービス生産者の純便益は、式(6.16.d)を用いて利潤の増加分として次のよう

に表現できる。
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　ここで式(1.25)の積分内において、

　　第１項と第２項は、収入の変化を表す。

　　第３項と第４項は、交通サービスの生産量の変化に伴う生産費用の変化を表す。

　　第５項と第６項は、リンク ijとノード iに対する賃貸料の支払いの変化を表す。

　　第７項は、補助金の変化を表す。

４４４４-４４４４    インフラ所有者の主体的帰着便益インフラ所有者の主体的帰着便益インフラ所有者の主体的帰着便益インフラ所有者の主体的帰着便益

　交通サービス生産者の純便益は、式(1.17.b)を用いて利潤の増加分として次のよう

に表現できる。
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NLNL

A P NA P L (1.26)

　ここで式(1.26)の積分内において、

　　第１項と第２項は、リンク ijとノード iに対する賃貸収入の変化を表す。
　　第３項と第４項は、リンク ijとノード iに対する維持費の変化を表す。
　　第５項と第６項は、リンク ijとノード iに対する投資額の変化を表す。

　　第７項は、補助金の変化を表す。

４４４４-５５５５    政府の主体的帰着便益政府の主体的帰着便益政府の主体的帰着便益政府の主体的帰着便益

　プロジェクトの実施による財政への影響は、次のように表現できる

　　　　　 0}{ =−−+=∆ ∑∑∑ ∑∫ ∑ ∑
∈∈∈ ∈→ ∈ ∈ νϖκκ ν

ν

ϖ

ϖ

ϑ
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βα κ

κκ ττπ
AAA NA N

dTdTdndn
cc r

rr

r

rrG (1.27)

　ここで式(1.27)の積分内において、

　　第１項と第２項は、税金収入の変化を表す。

　　第３項と第４章は、補助金の譲渡の変化を表す。
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５５５５    便益帰着構成表便益帰着構成表便益帰着構成表便益帰着構成表

５５５５-１１１１    一般的な便益帰着構成表一般的な便益帰着構成表一般的な便益帰着構成表一般的な便益帰着構成表

　各経済主体の純便益の総和を、社会的純便益(Social Net Benefit)として定義する。

　　　 Grr
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rr nEVnSNB
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　式(1.22.b)と式(1.22.c)は、各ゾーンにより異なるため近似として次のように仮定

する。

　　　　　　　　　　 Crr rallforMUME N∈≅⋅ 1

　以上の仮定の下、式(1.28)を詳細に書き直すと
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(1.29.a)

　さらに式(1.29.a)の中でキャンセルアウトされる項目に注意して書き直すと



－167－

　　　 }]{

}{

}{

}{

}{

}{

}{

}{

})(

)({[

,,

),(
,

),(
,

),(),(

∑∑
∑∑

∑ ∑∑ ∑
∑ ∑∑ ∑

∑ ∑∑∑ ∑∑ ∑

∑∑ ∑∑ ∑∑ ∑

∑∑∑∑ ∑
∑∑∑ ∑

∑ ∑

∫ ∑ ∑ ∑∑

∈∈

∈∈

∈ ∈∈ ∈

∈ ∈∈ ∈

∈ ∈ ∈∈ ∈ ∈ ∈

∈ ∈ ∈∈ ∈ ∈ ∈

∈∈∈∈ ∈

∈∈∈ ∈

∈ ∈

→ ∈ ∈ ∈∈

−+

−+

−+

−+

−+

−+

−−−−+

−−++

−+

Ω−Ω−=

νν

ϖϖ

κκ

κκ

ν νϖ ν ν ϖ

ν νϖ ν ν ϖ

ϖϖϖϖ ϖ

ννν ν

ϑ

κ

ϖ

ν

ϖ

ν
ϖ

ϖ

ϖ

ϖ
ϑ

ϑϑ

ϑ

ϑϑ
κ

κκ

κ

κκ
ν

ν

ϖ ν

ν

ν

ν

ϖ ν

ν

ϖϖϖ

ϖ

ϖ

νννν

ν

νν
ϑ

ϑϑϑ

βα κ

κκκκκκκ

ττ

ττ

ρερε

ρδρδ

φφ

AA

AA

A NA N

A NA N

N P NN A P N

N P LN A P L

NLNN L

PPN P

A P

N A PP

P

dTdT

dTdT

dndn

dndn

dd

dd

dIdIdMdM

dKdcdydy

dqXn

dqXdqXnSNB

cc

cc

rs

c rsrs

r

rr

r

rr
r

rr

r

rr
k i

iik
k i

iik

k ji
ijijk

k ji
ijijk

i
i

ji
ij

i
i

ji
ij

k
k

k
kk

k
kk

h

r
h

r
h

r

r h

rr
h

r
h

h

r
h

rr
h

r

(1.29.b)

　ここで式(1.29.b)の第７行から第１０行がキャンセルアウトされるのは明らかであ

る。また、第５行と第６行において経路と交通サービス生産者に関する総計の符号は、

次のようにリンクとインフラ所有者に関する総計の符号に書き改めることができる。
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　以上より、式(1.29.b)において第５行から第１０行までキャンセルアウトされて、

次式が得られる。
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(1.29.c)

　価格体系や交通サービスの市場構造にかかわらず、式(1.29.c)で示される利潤変化

の形式で述べることが可能である。ここで、式(1.29.c)の第１行は個人の利用者便益

の総和を表す。第２項は一般企業の利用者便益の総和を表す。第３行は交通サービス



－168－

生産者の利潤変化の総和を表す。第４項はインフラ所有者の利潤変化の総和を表す。

　また、交通サービスに対する個人と一般企業の基準化された一般化費用の変化は、

それぞれ次のようになる。
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　ここで、式(1.30.a)と式(1.30.b)を式(1.29.c)に代入すると、次のように可処分所

得の変化による消費者余剰の変化がキャンセルアウトする。
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(1.31.a)

また、式(1.31.a)を効果項目ごとに並べ替えると次のようになる。
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　さらに式(1.20)の交通サービスの需給均衡条件より、
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　式(1.32)を用いることで、式(1.31.b)の第１行の第１項と第３行の第１項が、第５

行の第２項とキャンセルアウトする。したがって、式(1.31.b)を次のように書き直す

ことができる。
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(1.33)

　ここで式(1.33)の積分内において

　　第１行は、個人の交通価格の変化による利用者便益を表す。

　　第２行は、個人の交通所要時間の変化による利用者便益を表す。
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　　第３行は、一般企業の交通価格の変化による利用者便益を表す。

　　第４行は、一般企業の交通所要時間の変化による利用者便益を表す。

　　第５行は、交通サービス生産者の交通価格による収入の変化を表す。

　　第６行は、交通サービス生産者の交通サービスに対する生産費用の変化を表す。

　　第７行は、インフラ所有者のリンク ijとノード iに対する維持費の変化を表す。
　　第８行は、インフラ所有者のリンク ijとノード iに対する投資額の変化を表す。

以上より、式(1.33)を基にして便益帰着構成表を作成する（本編第５章表１）。

５５５５-２２２２    ケース別の便益帰着構成表ケース別の便益帰着構成表ケース別の便益帰着構成表ケース別の便益帰着構成表

　まず、交通サービス生産者が供給する経路に対して生産量を１単位追加することに
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　したがって、式(1.34)を用いて式(1.33)を書き直すと
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(1.35)

　式(1.35)を基にして交通サービス生産者が限界費用価格形成をとるケースの便益帰

着構成表を作成する（本編第５章表２）。

　また、交通サービス生産者が平均費用価格形成をとるケースでは、交通サービス生

産者は総費用を総生産量で割っって得られる生産物１単位当たりの平均費用に等しく

価格を決めるため、交通サービス生産者の利潤はゼロになる（表１）。
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　さらに、モデルの概要から政府自体がインフラ所有者の役割を担う経済主体である

ケースでは、表２のように便益帰着構成表が作成できる。



－
172－

表表表表 1111　交通サービス生産者が平均費用料金を採用している場合の便益帰着構成表　交通サービス生産者が平均費用料金を採用している場合の便益帰着構成表　交通サービス生産者が平均費用料金を採用している場合の便益帰着構成表　交通サービス生産者が平均費用料金を採用している場合の便益帰着構成表
　　　　　　主体
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表２　表２　表２　表２　政府政府政府政府 = = = =    インフラ所有者である場合の便益帰着構成表インフラ所有者である場合の便益帰着構成表インフラ所有者である場合の便益帰着構成表インフラ所有者である場合の便益帰着構成表
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